
【Ｐｌａｎ - 計画】

（２）事務事業の概要
□ ■ 昭和 年

■ □ □

■ □

課長 入澤一三 体系コード 33411-01 科目コード 01-02-01-10-001-01

（１）総合計画上の位置づけ
章 安心で生きがいのあるまちづくり 事業

期間

開始年度 平成

節 安心して暮らせるまちづくりを充実します 終了予定年度 －

寒川町　　平成20年度事務事業評価シート（平成19年度実施事業）

事務事業名 自治会活動支援事業 第１班 第６事業

主管課・担当名 町民課住民協働担当 根拠法令等 寒川町自治会活動交付金交付要綱

（３）事務事業の目的

項 地域活動の推進

事業
内容

住民の地域における連帯感や信頼関係を深める
ため自治会が自主的に行っているコミュニティ活動
に対して支援する。
・２３自治会へ自治会活動交付金を交付
・自治会長連絡協議会へ補助金を交付
・行政連絡会議の開催

小項目 地域コミュニティの充実

細項目 コミュニティ活動の推進

重点プロジェクト いきいき 環境 にぎわい

事業区分 ソフト事業 ハード事業

成果指標（単位）、または数値化
できない成果

自治会加入世帯の割合（％）

成果指標等の設定理由
自治会加入世帯の割合により、連携の度合いを示す。

目標値設定の考え方 平成1８年度実績を基本とし、5年間に２～３％の増加を目指す。

目
的

対象（誰（何）のために） 町内全自治会（23自治会）

意図（どのような状態にした
いのか）

自治会加入者と未加入者との連携を深め、地域の連携・信頼関係の構築を図る。

（４）成果指標

【Ｄｏ - 実施】

目標 実績 目標 実績 目標 実績

83 83 84

目標 実績 目標 実績 目標 実績

12 12 12

74 74 74

予算 実績 予算 実績 予算 実績

目標値設定の考え方 平成1８年度実績を基本とし、5年間に２～３％の増加を目指す。

平成２３年度

82 83 83 83 84 84
目標値

平成1８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

（１）成果指標

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標（単位）

平成1８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

目標 実績 目標 実績 実績 目標

自治会加入世帯の割合（％） 82 82 83 82

平成２３年度

目標 実績 目標 実績 実績 目標

84

数値化できない成果の達成状況

（２）活動指標

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標（単位）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

12

配布等依頼件数（件） 70 69 70 74 74

行政連絡会議開催回数（回） 12 12 12 12

（３）事業費　（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標（単位）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

予算 実績 予算 実績 実績 予算

直接事業費 10,694 10,639 10,743 10,625

財
源
内
訳

一般財源 10,694 10,639 10,743 10,625

使用料・手数料

国県支出金

執行率 99.5% 98.9%

その他

内
訳

投入人員 0.4 0.4 0.6

人件費 2,942 2,942 4,395 4,395

0.6

平均給与額 7,355 7,355 7,325 7,325訳 平均給与額 7,355 7,355 7,325 7,325

総事業費 13,636 13,581 15,138 15,020



【Ｃｈｅｃｋ - 評価】

（１）前年度評価シートの改善内容の実施状況

（２）事務事業の評価

■

□

□

■

□

□

□

■

・町が実施すべき事務
事業か

町が行わなければな
らない

平成１９年度の改善予定 平成１９年度の改善結果

自治会の予算決算の管理等について指導を行い、自
治会の管理運営業務の自立を支援する。

いくつかの自治会においては収支報告書等の記載内容に改善が見ら
れるなど成果もあがっているが、まだ若干の自治会において、記載の
不備や手続きの遅延などが見受けられる。　（全体説明会3回、個別指
導随時）

評価の視点 評価のポイント 評価 理由

会計指導などにより自治会活動がオープンになることで自治
会への理解を深め、加入割合の増を目指すが、自治会員の
理解が得られる段階に至っていない。成果は十分とはいえ

ない

成果は上がっていな

町が行った方がよい

・町民との協働は進め
ているか

町が行うべき必然性
が低い

有
効
性

対象者の満
足度や事業
の達成度は
どうか(成果

・目標の達成度
・成果の向上
・活動内容は適切か

十分成果が上がって
いる

妥
当
性

事務事業を
実施する必
要があるの
か

・必要な事務事業か
・事務事業のニーズは
・事務事業の公共性は
･社会環境変化

妥当である 自治基本条例が施行され自治会の自己責任による自立した
活動が求められているが、同条例で規定する住民活動の育
成支援という意味で必要と考える。

どちらかと言えば妥
当である

あまり妥当ではない

町が主体と
なって実施
する必要が
あるのか

町からの配布等依頼との関係や自治基本条例の住民活動育
成支援の意味から、町が行うべきと考える。

・町が実施しない場合
の影響は

□

□

□

■

【Ａｃｔｉｏｎ - 改善】

（１）事務事業を進めていく上での課題、解決に向けての改善内容

（２）事業の今後の方針（課長による評価）

□ ■ □

□ ■ □

■ □ □ □

成果は上がっていな
い

効
率
性

事業費に無
駄はないか

・事務事業は効率的に
行われているか
・コストの節減
・実施手法
・受益者負担

適切である

どうか(成果
指標の状況)

・活動内容は適切か

妥当性

有効性

自治会加入率が低い。予算決算も
含めた自治会活動の透明性が低
い。

自治会規約の整備状況把握と活動
内容分析を行い、各自治会に規約の
公表と会計の公表を求める

規約未整備及び会計未公表の自治
会に対する指導

自治会活動交付金は自治会の事業規模に関係なく、世帯数
を基準に交付金が算定されている。自治会活動に見合った交
付額になるような改善が必要と考える。また、自治会長連絡
協議会への補助金も明確な補助基準が必要である。

適切だが改善の余地
がある

効率的でない

課題 平成２０年度 平成２１年度以降

理由
自治会内部の活動指標として適当。

成果指標の目標 高める 設定どおり 下げる

効率性

自治会活動に見合った自治会活動
交付金への制度改正

自治会活動交付金の現状分析と見
直しの検討

自治会活動交付金の見直し、公益
性の高い活動への支援

活動指標の目標 高める 設定どおり 下げる

まんべんのない世帯数補助から、実活動の公益性に着目した補助が必要。

理由
加入率の低下が言われているが、自治会の資質・活動を捉えるのに良い。

事務事業の方向性 方法改善 現状維持 縮小・廃止・終了 統合

理由・内容
まんべんのない世帯数補助から、実活動の公益性に着目した補助が必要。

部長確認 須藤　　武 確認日 2008/10/15


